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は じ め に

終戦後の 1946年 1月 10日から 31日まで、中国重慶で召集された政治協商会議（以下、政

協と略称）は、中国近現代史において、きわめて重要な意義がある。というのは、この政協会

議が、中華民国政府から中華人民共和国政府に移り変る際の過渡期の役割を果すものであった

からである。

1945年 8月 23日、中国共産党（以下、中共と略称）主席毛沢東は、アメリカ駐中国大使ハ

ーレイ（Patrick J. Hurley）と共に延安から重慶に赴き、国民政府主席兼国民党総裁蒋介石と交

渉を重ねた結果、同年 10月 10日に〈国共代表会談紀要〉、いわゆる〈双十協定〉を発表し

た。これは両党間の戦闘を止め、平和団結、独立、民主、富強の新中国を建設するためであ

る。国共両党以外に、中国民主同盟（以下、民盟と略称）などの諸党派、および無党無派の社

会人士を集めて、諸国是問題を討議することになった会議が、すなわち政治協商会議である。

しかし、1946年 3月の国民党二中全会は、政協会議の決議を一方的に修正した。やがて満

州（すなわち“満洲”，現在の中国東北一帯の俗称、その原意は満族の種族を指している）に

おいて国共両党軍隊の戦闘が再燃し、全面展開するに至った。国民党の一党独裁政治を維持す

るため、1947年 1月、国民政府は政協会議の決議は無効である、との声明を正式に公表し

た。

1948年 5月 1日に中共主席毛沢東は国民党民主派の李済深、民盟中央常委沈鈞儒らによび

かけ、新しい政協の開催を提言した。それに応じた国民党民主派名誉主席、故孫文夫人である

宋慶齢をはじめ、民盟指導者黄炎培、梁漱溟、章伯鈞らの支持の下に、1949年 9月 17日に北

平（やがて北京と改称）で新しい政治協商会議、いわゆる〈中国人民政治協商会議〉が開かれ

た。この会議は正式な人民代表大会が成立するまで、国家の最高権力機関として、〈中華人民

共和国中央人民政府組織法〉（草案）、〈中国人民政治協商会議組織法〉（草案）などを議決し、
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毛沢東を中央人民政府主席とする人民共和国を成立させたのである。

本論は新政協とは全く関連なく、もっぱら 1946年の国民政府時代の政協を中心にして検討

しようとするものである。

一 中共と民盟との関係

日中戦争後の 1937年 9月頃、国共両党の〈抗日民族統一戦線〉が成立し、一致団結して日

本の侵略軍と戦っていたが、1941年 1月に至り、中国の安徽省（皖）南部で国共両軍が衝

突、いわゆる皖南事変が起り、ついに国共両党の“抗日合作”は、事実上、崩壊した。

皖南事変は、中国はもちろん、反ファッショの米、英、ソ諸国に大きな波紋を投げかけた。

ことに中国の抗日戦争に深い関心を寄せていたアメリカ大統領ルーズベルト（Franklin D.

Roosevelt）は、駐中国大使ジョンソン（Nelson T. Johnson）の事変報告を受け、不安の念を抱

いていた。そこで、大統領特使としてキュリー（Lauchlin B. Currie）を中国に派遣して、国民

政府の戦時経済を調査させる一方、皖南事変の真相を明らかにしようとした。同年 2月 7日キ

ュリーは重慶に到着し、翌日、蒋介石を訪問し、ルーズベルトの伝言を伝えた。その大意は、

“ルーズベルト大統領から見れば、中国の共産党はアメリカにある社会党と類似している、両

者に大差はない。確かに中国共産党の、農民、婦女および日本に対する認識は極めてすぐれて

いるものの、中国共産党と中国国民党とは、やはり類似するところが多く、相違するところは

少ない。だからこそ、抗日戦争を勝ち取るために、今後両党は合作を引き続き行わなければな

らない”1）、というものであり、蒋に皖南事変を善処するよう要請するものであった。これを受

けた蒋は、一応、抗日民族統一戦線を維持しつづけたのである。

しかし、抗日戦争の根拠地であった重慶では中共代表駐重慶事務所（重慶 18集団軍辦事

処）は勿論のこと、中共に同情を寄せた各小党派や民主団体さえも、国民政府の厳しい管制下

に置かれたのである。このような情況の下、国民参政員黄炎培、左舜生、章伯鈞、張君�ら

は、国民参政会2）の外に、各小党派による民主連合会を作り、政府を監督しようと提言した。

中共代表周恩来は、この提言に賛成の意を示した。同年 2月 10日、周は黄、左、章、張らを

集め、皖南事変により中共代表は国民参政会に出席したくないので、該会の外に民主連合会が

創設されれば、中共は喜んで国共問題を同会に持ち出して諸代表とともに解決を図りたいと提

案した3）。

これが中共と民主連合会（後に中国民主同盟となる）とが連合する嚆矢である。

周恩来と会見した黄炎培らは、3月 19日に重慶上清寺特園で各民主党派の代表および無党

派の進歩的知識人を集め、民主連合会の創設問題をめぐって話し合い、〈中国民主政団同盟〉

という正式名称が決定された。
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実は、この中国民主政団同盟は、黄炎培の職教派、左舜生の青年党、章伯鈞の第三党、張君

�の国家社会党、梁漱溟の村治派、沈鈞儒の救国会、いわゆる“三党三派”という民主連合の

政治集団である。1944年 9月 19日に至って、中国民主政団同盟は〈中国民主同盟〉に改称し

た。その後、国共両大政党の間で、いわゆる第三勢力として、中国の民主運動に輝かしい役割

を果たすことになるのである。

1944年 6月 20日、米副大統領ウォーレス（Henry A. Wallace）は、重慶に蒋介石を訪問

し、中ソ友好関係の樹立、国共合作の強化、多党政府の創設および民主政治の推進などを蒋に

勧告したが、十分な成果をあげることができなかった。帰米途中、ウォーレスは、中国の昆明

に立ち寄り、同地で民盟と接触し、蒋介石に対する認識をいっそう深めた。したがって彼は、

大統領ルーズベルトに“Chiang, at best, is a short-term investment. It is not believed that he has the

intelligence or political strengh to run post-war China.”4）つまり、短期的に蒋介石を援助すること

は得策だが、彼の才智や政治能力から見て、戦後の中国を治め得るとは、信じがたい、と告

げ、蒋の保守的考えに批判を浴びせた。

当時、中国の国内政局からはいうまでもなく、国外の情勢から見ても、多党派による政治や

連合政府の設立は、時代の潮流が要求したもので、それに逆行することは困難であった。

1944年 9月 15日に重慶で召集された国民参政会での中共代表林祖涵（伯渠）の報告は、国

民党の一党独裁制を速やかに終らせ、国民政府により各党派代表の会議を召集し、連合政府を

作り出すべきだとの見解を示している5）。この“連合政府”を、との要求をおおやけに提出し

たのは、実は、これが最初のことである。民主政治の理念から生まれたこの連合政府創設の要

求は、参政会に出席した民主同盟をはじめとする無党派の代表たちに絶賛された。

当時国民参政会の参政議員は、合計二百九十名6）である。全員が国民政府の推挙を受けた人

たちで、民選ではなかった。したがって、国民党議員が、絶対多数を占め、中共、民盟の人数

はわずかで、国民党と対決するまでには、とうてい至らなかったのである。

1944年 10月 10日に民盟は、〈抗日戦争の最後段階における中国民主同盟の政治主張〉7）を発

表した。その中には“一党専政を早急に終結させ、各党派により連合政府を設立し、民主政治

を実行する”という主張が掲げられている。いうまでもなく、これは中共代表林祖涵の意見に

まったく共鳴するものである。

したがって、連合政府設立という共通目標を達成するため、中共代表の周恩来と民盟代表の

左舜生とは、1944年 11月頃に重慶で会談を行い、双方の同意を得て、“秘密協定”を結ん

だ8）。この協定の内容については九ヶ条があるが、まとめると、以下の五点があげられる。

一、民主的な新中国を実現するため、双方は国民党の一党独裁政府を打倒し、相互に協力し

て国民党の反動派と戦うこと。

二、双方は、それぞれのみずからの最高政治綱領を保持すること。
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三、国民党と戦う際には、随時双方の意見を交換し、歩調をそろえて戦う力を強化するこ

と。

四、中共の解放区では、民盟支部の設立が歓迎されるが、民盟の活動は、原則として中共の

行政に違反してはならないこと。

五、双方は、単独で国民党と妥協、また、和解することは許されない。もし国民党と談判す

ることがあれば、相互に通知し合い、双方の同意を得た上で国民党と交渉すること。

この秘密協定に基づき、中共と民盟の反蒋統一戦線が成立したといってもよいだろう。しか

し、中共と民盟のイデオロギーが異なるだけでなく、組織も相違している。民盟は三党三派に

よって結成された“同盟”、したがってその組織は、“単一の組織ではない、一政党でもない、

ただ多数小党派の連合体であるにすぎない”9）という団体である。民盟に参加した各党派には、

それぞれの独自の政治主張と行動指針がある。たとえば、左舜生の青年党と張君�の国家社会

党は、一党独裁制を倒し、民主政治を求める以外に、国民党との間に大きな矛盾はない。この

ような情況で民盟と中共とが反蒋戦線の歩調を完全にそろえることは難しい。それにもかかわ

らず、民盟と中共の提携が、双方にとってきわめて有利になることは事実である。逆に、国民

党の方は、中共と民盟に対するあつかいが、いっそう困難となったことも確かである。

中共第七回全国代表大会に出席するため、1945年 2月 16日に周恩来は重慶から延安に帰っ

た。翌々 18日の党大会の席上で、周は、国民党との談判経過を詳細に報告し、また重慶で民

盟との提携による党派会議の召集、連合政府の樹立などの要求を国民政府にせまったことにも

言及した。しかし、蒋介石は、党派会議とは“山分”会議であり、連合政府とは現国民政府打

倒の計略である、という理由できっぱり拒否した。これに対して、周は蒋の言い分に厳しく反

論を加えた、という10）。

中共と民盟の連合政府要求を阻止しようとした蒋介石は、3月 10日に“1945年 11月 12日

に国民大会を召集するための国民政府による決定”を公布し、新しい国民政府を作ることを考

えた。しかしたとえこの国民大会が開かれたとしても、作られた新政府は、依然として国民党

の一党独裁政府であるに違いないと、中共と民盟は見ていた。そこで中共と民盟は、国民党の

みが作った“国民大会”の召集に反対する声明を発表した。これは、同年 7月 28日付の〈時

局に対する中国民主同盟宣言〉にはっきり示されている11）。

また、中共第七回全国代表大会で毛沢東の政治報告は〈連合政府について〉である。その中

で、次の二点が注目される。すなわち、

一つは、ほんとうのやり方である。つまり民族の団結をとりもどし、日本の侵略者をうち

やぶるため、ただちに国民党一党独裁の廃止を宣言して、国民党、共産党、民主同盟および

無党無派の代表的人物の連合による臨時の中央政府を樹立し、われわれが中国人民の当面の

要求としてさきに提起したような民主的な施政綱領を公布することである。こうしたことを
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討議するために諸政党および無党無派の代表的人物による円卓会議を召集して、協定をむす

び、それを実行にうつす。これは団結の方針であって、中国人民は断固としてこの方針を支

持している。

もう一つはごまかしのやり方である。それは広範な人民やあらゆる民主政党の要求をかえ

りみずに、国民党反人民集団お手盛りのいわゆる“国民大会”を独断的に召集し、その会議

で、実際には専制を維持し民主に反対するいわゆる“憲法”を採択し、わずか数十人の国民

党員が勝手に委任して、むりやりに人民におしつけた。まったく民意の基礎をもたない、違

法の国民政府なるものに合法の衣をきせ、いかにも“政権を国民にかえす”かのようにみせ

かけながら、実際にはやはり国民党内の反人民集団に“政権をかえす”ことである。もし賛

成しないものがあれば、ただちに“民主”を破壊し、“統一”を破壊するものだとして、そ

れに討伐令をだす“理由”にされる。これは分裂の方針であって、中国人民は断固としてこ

の方針に反対している12）。

この二点から見ると、国共両党紛糾の焦点が、“連合政府”の樹立と“国民大会”の召集にあ

るといわなければならないのである。ところが、やがて、日本が敗戦し、国共両党和解のチャ

ンスが生じた。それが、1945年 10月 10日に国共両党の首脳蒋介石と毛沢東が重慶で直接談

判によって結んだ、いわゆる〈双十協定〉である。

この双十協定に基づき、国民党、中共、民盟および無党派代表の〈政治協商会議〉の開催

が、正式に決定されることになったのである。

二 政協会議召集の準備

いうまでもなく、政治協商会議の召集は、中共と民盟とが協力して、国民党と長期にわたっ

て戦った結果で、その道程は、決して容易ではなかった。

もともと蒋介石は、中共と民盟の連合政府樹立の要求にあくまで拒否の態度を堅持していた

が、戦後の新しい政局に対応するため、彼の頑固な態度が次第に変わってきた。その理由とし

て、次の二点があげられる。一つは、早急に中国の統一を実現しようとするならば中共と民盟

の強要を容認しなければならないこと、もう一つは、アメリカの民主政治遂行の勧告を受け入

れなければならないことであった。そこで、ついに彼は、政治協商会議の召集を決意した、と

考えられる。

1946年 1月 6日に、国民政府は政治協商会議召集の決定を正式に公布した。その具体的方

法としては、㈠国民政府は国事をともに協議するため、各党派と無党無派の代表を集めて政治

協商会議を開く。㈡招請する会議出席代表の人数は 38名。㈢討論事項は、平和建国問題と国

民大会召集問題に限る、というものである。
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国民政府が発送した招請状が、すみやかに各代表に届けられた。その内訳は、以下のとおり

である。孫科（孫文の子）、呉鉄城、陳布雷、陳立夫、張厲生、王世杰、邵力子、張群（以上

八名は国民党）。周恩来、董必武、王若飛、葉剣英、呉玉章、陸定一、鄧穎超（以上七名は共

産党）。曽琦、陳啓天、楊叔明、余家菊、常燕生（以上五名は青年党）。張瀾、羅隆基（以上二

名は民主同盟）。張君�、張東蓀（以上二名は国家社会党）。沈鈞儒、張申府（以上二名は救国

会）。黄炎培（職業教育社）。梁漱溟（村治派）。章伯鈞（第三党）。莫徳惠、邵從恩、王雲五、

�斯年、胡霖、郭沫若、銭永銘、繆嘉銘、李燭塵（以上九名は無党派）13）。

上掲の各党派の代表人数から見れば、国民党は八名、共産党は七名、民主同盟はわずか二名

であるにもかかわらず、民盟に参加した青年党、国家社会党、第三党、職業教育社、救国会お

よび村治派の代表たちを加えると、その人数は十四名になる。これは、国民党と中共との合計

十五名の代表人数と、ほぼ同等である。したがって民盟が、国共両党の間で重要な地位を占

め、政局を左右するカギを握っているとも言え、その影響は無視するわけにはいかない、と考

えられる。

政治協商会議召集日は、1946年 1月 10日と決定された。まもなく、民盟のスポークスマン

は、同年 1月 2日に時局に対する談話を発表し14）、政協会議召集の日まで、国共内戦を停止さ

せなければ、政協会議をうまく運ぶことは困難であると指摘し、もし第三者が、国共の停戦談

判に加え、仲介の労をとれば、紛糾の解決ができると説いた。これに対して、中共代表の周恩

来は、“現在三人委員会は停戦問題の解決を考えている。一両日中に停戦命令を発表しうる。

政治協商会議は平和的な雰囲気の下に開催されなければならない”と答えた15）。

いわゆる“三人委員会（三人小組ともいう）”は、アメリカ特使マーシャル（George C. Mar-

shall）の提言によったものである。つまり国民党代表張群、中共代表周恩来とアメリカ代表マ

ーシャル三人により作られた軍事小組である。その主な任務は、国共両軍停戦の協議である。

三 マーシャル特使の仲介

マーシャル（1880−1959）は、アメリカの著名な軍人、政治家。ヴァージニア（Virginia）州

に生まれ、同州の陸軍士官学校（Virginia Military Institute）を卒業した後、陸軍少佐としてフ

ィリピン・ミンドロ島に勤務。後に Fort Learenworth 参謀大学を修了した。第一次世界大戦に

は、米第 8軍参謀長として参加。1924年に駐中国天津歩兵連隊に移り、27年に帰国、陸軍大

学の教官になった。第二次世界大戦では、参謀総長として米英合同参謀本部の最高首脳であっ

た。1945年に参謀総長を辞任。同年 12月にハーレイ駐中国大使辞任の後、トルーマン（Harry

S. Truman）大統領の特使として中国に派遣され、国共紛争の調停にあたった。当初、停戦調

停が、一時的に功を奏するかに見えたが、1946年 4月以降、満州における国共両軍の衝突の
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激化により、その調停はあえなく失敗に帰し、1947年 1月に帰国し、国務長官に就任した。

本論は、もっぱら政治協商会議の召集期中、すなわち 1945年 12月末から翌年 1月頃までに

おけるマーシャル特使の国共両軍の停戦調停を中心にして検討しようとしている。

なぜマーシャルが特使として中国に派遣されたのか、彼の使命は、いったいどこにあったの

かについては、次の二点が考えられる。一つは、彼が中国に過去 3年間滞在した経歴があり、

中国の事情にある程度まで明るいということ、今一つは、軍事に精通しており、停戦について

うまく調停することが、できるのではないか、というこの二点である。

1945年 12月 15日にトルーマン大統領は、彼に親書を送り、特使として中国へ赴くよう要

請した。彼によれば、“大統領は中国の情勢に深い関心を寄せ、中国政府にねばり強く勧告し

て、主な各党派代表の国事会議を召集させ、中国の統一、内戦の停止、特に北中国での敵対行

動の終結を実現させるように。”16）と依頼した。また、“大統領が私に全権を授与し、蒋委員長

とほかの指導者たちに切に進言し、四分五裂に陥っている中国に対して、今のままではアメリ

カの経済、軍事、科学技術などの援助政策に合わないとのアメリカの立場を説明すること。さ

らに、私の交渉経過とその問題点を随時自分に報告するとともに、バーンズ（J. F. Byrnes）国

務長官にも知らせること、などを指示した。”17）という。

1945年 12月 15日にマーシャルが、ワシントンを発ち、中国へ赴いた時、アメリカ政府

は、〈対中国政策〉（U. S. Policy Towards China）を公表した。その中で、中国政治協商会議に

関するものに、次の一節がある。すなわち：“アメリカ政府は、現国民政府は一党の政府であ

るとよく理解している。しかしその政府の組織を拡大し、他の政治団体を包含すれば、その平

和統一と民主的改革が、いっそう前進するはずであると、われわれは深く信じている。それゆ

えに、アメリカ政府は、中国が国内の主な党派代表の国事会議を召集し、政府の中において彼

らに公平かつ有効な発言権を与えるよう”切に期待している。中華民国の国父である孫逸仙博

士は、一党の“訓政”（political tutelage）制度を作り、漸次に民主へと進むべきとしているけ

れど、これを修正する必要がある。（原文：The United States is cognizant that the present National

Government of China is a“one-party government”and believes that peace, unity and democratic

reform in China will be furthered if the basis of the Government is broadened to include other

political elements in the country. Hence, the United States strongly advocated that the national

conference of representatives of major political elements in the country agree upon arrangements

which would give those elements a fair and effective representation in the Chinese National

Government. It is recognized that this would require modification of the one-party“ political

tutelage”established as an interim arrangement in the progress of the nation towards democracy by the

father of the Chinese Republic, Doctor Sun Yat-sen.）”18）という。

これによれば、アメリカ政府は、国民党の一党独裁政府を廃止し、多党政府による内戦停
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止、平和的、民主的に統一された中国を実現することを望んでいる。これは、中共と民盟が蒋

介石に提出した“連合政府”樹立の要求と、全く同一のものであるといってよい。

12月 21日に南京に到着したマーシャルは、同日午後、蒋介石との会談を開始した。列席者

は蒋介石の夫人宋美齢と、国民政府外務大臣王世杰、米軍中国戦区司令官兼蒋介石の参謀長ウ

ェデマイア（A. C. Wedemeyer）と随員ロバートソン（W. Robertson）の計四人である。会談の

英文記録は、Foreign Relations of the U. S., Diplomatic Papers, 1945, Volume VII に収められてい

る。会談の要旨を総括すると、蒋介石はアメリカの対中国援助の継続を懇望している。これに

対して、マーシャルは、私はトルーマン大統領の特使として中国の実況を調べるために来訪し

たので、中国の各党派、各人民代表団体の意見を聞き取った上で大統領に報告するが、私が知

っている限り、大統領は多数人民の支持を得ていない政府に援助するのは困難である、と語っ

た。また、同日付王世杰の日記によると、“マーシャル将軍は蒋主席に、トルーマンの戦後中

国復興の援助は、アメリカ市民の世論によるものとなるであろうとの見解を示した。”19）と記し

ている。

図Ⅰ 南京空港到着のマーシャル特使（左）と出迎えの蒋介
石（右）と夫人宋美齢（中）、1945年 12月 21日。

（Jonathon Fenby : Chiang Kai-shek 所載）
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会談後の蒋介石は、多数人民の政府支持が、政府存続の基本条件であると察知して、早速政

治協商会議召集の必要があると、決意したのである。

南京で蒋介石と会談したマーシャルは、翌 22日に南京から重慶へ赴き、同地において、ま

ず、中共代表周恩来、次に民盟の代表とそれぞれの会談を行い、彼らの中国平和統一に関する

意見を求めたのである。

Ⅰ）中共代表周恩来との会談

12月 23日に重慶で、マーシャルと中共の代表周恩来・董必武・葉剣英らとの会談が行われ

た。まず周は、中国の平和統一に尽力したマーシャルに歓迎と感謝の意を表するとともに、次

のような意見を述べた。

“故ルーズベルト大統領が提唱した中国の統一は、民主政治の基礎であるとの見解、これ

は、全く中共の主張と合致する。トルーマン大統領の対中国政策の要旨は、故ルーズベルト大

統領の継承であり、中共はこれに賛成している。今や中国内戦の停止は、何よりも大切だ。と

いうのは、内戦は中国の平和と経済を破壊するのみならず、世界の平和をも脅威にさらすこと

になるからである。中共の即刻無条件停戦要求の理由はここにある。停戦すれば、残ったすべ

て問題は討議によって解決できる。”20）“まさしくトルーマン大統領が指摘したように、現在の

国民政府は一党独裁政府であるので、国家の軍隊が分裂した。もし民主的政治を実現すれば、

中共の軍隊は国家の軍隊に帰するはずである。もし真の民主的政府を実現できなければ、中共

軍の国家化は全く不可能である。”21）

周はさらに次のように述べている。“現在の「政治会議」を通じて新しい政府を組織する。

その組織には基本条件がある。すなわち政治協商会議によって制定される共通綱領である。も

しそれがなければ、連合政府の政策が行われることはありえない。連合政府は、中国の行政を

統一するのみならず、中国の軍隊をも統一する。したがって、共通綱領が制定されなければ、

すべての軍隊が、ともに挙国一致政府に属し、国家の軍隊となり、国共両党に属するものにな

らない。”22）

最後に、周がマーシャルに率直に述べたのは以下のことである。“現前の中国は、一足飛び

に民主政治を達成するのは不可能である。学ぶべきことは三つある。一つは、ワシントン大統

領時代の独立精神である。二つは、自由精神とリンカーン大統領の「人民の、人民による、人

民のための政治」ということである。三つは、民主的農業の改革と米国の科学技術による中国

の工業化である。今の望みは、ただアメリカ型の政府のみを作りたいことである。中共はルー

ズベルト大統領の四大自由に賛成する。いうまでもなく中国はアメリカの民主精神を取り入

れ、中国に順応できるものに練り上げる。われわれは、このような精神をもって中国の問題に

対処しなければならない。”23）

伊 原 澤 周

― ９ ―



このような説得力のある周恩来の発言はマーシャルを感動させたに違いない。つまり周の開

明的な見方と調和的な考えは、頑固な蒋介石よりはるかに進歩性があると、マーシャルは見て

取り、周の意見に鑑み、蒋に対中共への敵視政策の放棄と、早期政治協商会議の開催などを積

極的に勧告し始めたのである。

Ⅱ）民盟代表張東蓀との会談

民盟は在野諸小党派によって結成された連合政治団体であり、国共両大政党の間に立って、

いわゆる第三政治勢力として重要な役割を果した。中国に到着したマーシャルは、民盟の政治

意見をきわめて重視している。

1945年 11月、マーシャルがトルーマン大統領の特使として中国に派遣された際、民盟の主

席張瀾と中央委員羅隆基、沈鈞儒、章伯鈞、梁漱溟らは連名で、“マーシャル特使の中国への

派遣を熱烈に歓迎し、中国の平和統一と民主政治の実現が促進されることを期待している”と

の声明を同年 12月 1日に発表した24）。

マーシャルは重慶で中共代表周恩来と会談した後の 12月 26日の午後、民盟代表張東蓀の来

訪を受けた。張は燕京大学（1942年北平から四川成都へと移り、華西協合大学に合併され、

戦後、北平に帰って復校）の教授であり、国家社会党の指導者の一人である。彼は、マーシャ

ルに、“われわれは、アメリカ政府の政策と人民の意見を完全に理解している。中国の困難な

局面は中国自身によって作られたもので、アメリカとの関係においてではない。中国の混乱状

況の全責任は、われわれ中国人自身が負うべきである。現前の中国の現状は非常に複雑化して

いる。中国人民の意見を代表するのは、われわれである。民主同盟は国共両党と異なってお

り、各団体によって結成されたものであり、国共両党の外側から一般大衆の世論を反映する団

体である。今日は民盟主席が高齢で欠席しております。”（原文：We fully understand the policy

of the U. S. Govenrment and also the opinion of the United States people. We fully realize that the

difficulty in China arises, not in any sense from America, but from China and we take the fully

responsibility of the complicated situation in China. We realize that the situation at present is very

complicated. We represent the opinion of the Chinese people. The Democratic League is apart from

the two big parties, the kuomintang and the Communist party and it includes various parties so this

organization attempts to reflect the general opinion outside of the kuomintang and Communist parties.

The Chiarman is not here. He is an elder man and could not come.）25）マーシャルは、“民盟主席張

瀾の来書を私は持っている。あとで私が若干の質問をお尋ねしたい。”（原文：I have this letter

from Chang Lan and later I want to ask some questions）26）と答えた。すると、張東蓀は、“われわ

れは、あなたの来訪の主な責務をよく知っており、それの達成を願っている。われわれは、あ

くまですべての情報と参考資料をあなたに提供する。中国人民の根本的希望は全面的平和であ
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り、いかなることがあろうとも中国の内戦を避けることである。これはすべてのことの出発点

である。アメリカ人民は中国人民に同じく世界平和を求めている。われわれは決して中国内戦

の発生をのぞまない。国民党や共産党が発動した内戦に断固として反対する。”また、“各党派

を含む民主同盟の根本的希望は、いかに中国の内戦を食い止めるかである。それが何よりも大

切だ。それを解決する方法は、今や政治的解決しかない。要するに、内戦の停止こそが先決で

ある。”（原文：We know that the General comes here with a great reponsibility and we wish you all

success and we wish to offer whatever information or reference we can. The primary wish of the Chi-

nese people as a whole is peace. It is how to avoid civil war in China. This is just the start. The U. S.

people want to have peace in the world as do the Chinese, but we want not to have civil war in

China. We are against the Kuomingtan or Communist party who started civil war.）,（That is the pri-

mary wish of the Democratic League which includes all the parties. That is how to stop civil war in

China. The first problem is how to stop the civil war. Certain of the problems should be solved by

means of political methods. We must stop the civil war first.）27）と。

民盟代表張東蓀の話を聞いたマーシャルは、張の意見に大いに同感した。12月 29日にマー

シャルは中国で各方面の意見を聞いたり、調べたりした後、みずからの所見をまとめた報告書

をトルーマン大統領に呈した（General Marshall to President Truman, Chungking, 29 December

1945）28）。その内容の要点は、以下の如くである。

㈠前後して中国南京、重慶で蒋介石と会談し、米中関係、国共問題などをめぐって正直に意

見を交換した。蒋は国共問題よりは、満州におけるソ連軍の撤退問題に深く関心を持っている

こと、㈡中共、民盟の代表および一般市民の代表らに会見し、それぞれの意見を聞いたり、調

べたりした結果、彼らは中国の内戦に反対し、平和統一を望み、真の民主政治の実現と、連合

政府の創設を切に期待しており、ことに国共両党の軍隊を国家化させることを望んでいるこ

と、㈢これらの政治、軍事などの諸問題を解決するためには、政治協商会議の召集を待たなけ

ればならない。しかし、同会議召集は国共両軍の衝突の阻止なくしては始まらないというこ

と、などである。

内戦を停止させるための機構は、いうまでもなく前述のマーシャルの提言により成立した

〈三人小組〉である。

三人小組の〈実行司令部〉（Executive Headquarters）は、停戦の最高権力機構であり、出さ

れたすべての命令が、国民政府主席蒋介石に採決されなければならない。しかし、停戦命令の

発布に対して、蒋は、終始決断すべきかどうかに迷い続け、心が定まらなかったが、マーシャ

ルの再三再四の勧告によって、ついに 1月 10日午前八時に至り、国民党のすべての軍隊に即

時戦闘停止の命令を発布した29）。軌を一にして、延安の中共主席毛沢東も同様の命令を中共の

八路軍と新四軍に通達した30）。このようにして、国共両軍の衝突は、一応終止することになっ
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た。同日午前 10時に政治協商会議の開幕式が、重慶での国民政府のホールにて、ようやく行

われたのである。

四 政協会議の開幕

政治協商会議開催の実現は、マーシャルの停戦あっせんにあずかるところが大である。いう

までもなく、マーシャル自身は政治協商会議に参加できないが、国共両軍の戦闘を停止させた

ことは彼の最大の功績であるといわなければならない。

1946年 1月 10日から同月 31日まで、政協会議は、まる三週間にわたって行われた。討論

の議題は各党派の意見と提案によってさまざまであった。まず政協会議に対する国共両党と民

盟との展望についてを述べて見る。

Ⅰ）会議に対する各党派の将来への展望

A）大会主席蒋介石の開幕の詞31）

今回の大会召集の目的は、各党派の代表と無党無派の知名人を招請して国是を共同で討議す

ることにある。討議されるものは、戦後中国の建国基本法案である。本会議の代表は人民の選

挙によったものではないが、みな国事に深く関心を持っており、国の建設のために、きっと貴

重な参考意見を提供することができよう。国父の故孫文先生がいうように、“建国の基本原則

は人民の意見による”である。ところで、人民の要求と政府の要求とは完全に一致している。

現在中国人民と政府との要求は、国の繁栄と、平和の統一である。人民生活の安定と政治の民

主化などは、われわれにとって必要なものである。私の本大会に対する意見は、㈠民主主義の

手本を樹立すること、㈡国のために、私利私欲を捨てること、㈢国の未来を正視すること、と

いう三点である。最後に、政府の実施予定案は、四項目がある。すなわち、㈠思想、言論、出

版、信仰、集会などの自由、㈡すべての政党を認め、法律上に一律平等に扱うこと、㈢地方自

治を推進し、普通選挙を行うこと、㈣政治犯を釈放すること、などである。

B）中共代表周恩来の講演要旨

政協会議の召集は、中国政府史において初めてのことであり、その意義がきわめて深い。こ

とに全国人民の共通要求は、“訓政期”をすみやかに終結して、“憲政期”へと推進させること

である。この会議召集の使命はいっそう重要であるといわざるをえない。平和建国の法案と、

旧憲法草案の修正などは、今後の中国の民族と国家の運命にかかわるものである。これらを重

要視したわれわれ中共代表は、誠意と容認をもって本会議に出席し、諸君とともに国事を話し

合いたいと考えている。目下中国の現状に不満を抱き、内戦に反対する者が、数えきれないほ

どいる。われわれ中共の側にも、この内戦の責任がある。故に、本会議に出席したわれわれ
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は、まず無条件に内戦を停止する提案を出した。幸にアメリカ特使マーシャル将軍の協力と、

蒋主席の決意により本会議の開催が、順調に運んだ。これは何よりも喜ばしいことである。本

日、国共双方が共に停戦命令を発布した。これは、決して一時的なものではない。永遠に内戦

を終止したいと心から祈っている。国共双方は、かつての重慶の《双十会談紀要》に基づき、

平和、団結、民主、統一などを完成するため、共に努力しなければならない。さきほど蒋主席

が示した政府の四項決議案を、われわれは歓迎している。是非ともそれらを実施していただき

たい。われわれは全国人民にすべての責任を負って蒋主席の指導の下に、平和統一の中国を建

設する決意がある。しかしながら平和統一への道は、今なお険しい。その困難を克服するの

は、決して容易なことではない。万難を排して、われわれは全力を尽くしてその目標に達成し

なければならない。われわれは、いかなる困難も乗り越える自信がある32）。

C）民主同盟代表の講演の要旨

民盟代表沈鈞儒は主席張瀾の講演原稿を代読した。その要旨は以下の通りである。

今回の大会の目的は、わが国の平和と民主を求めることにある。私は本大会で、二三の願い

を諸代表の前に述べたい。もともと、平和と民主とは、互いに持ちつ持たれつ進行するもので

ある。だがその進行の段取りを考えると、まず平和を得てこそ、民主を進めることができる。

われわれは蒋主席の平和統一の宣告を心から歓迎している。この平和統一を通じて、真の平和

が得られる。真の平和があれば、国共の対立は自然に解消して行く。平和は中国の建設に欠か

せない。われわれは、平和を要求する。これが第一の願いである。次には、八年間の抗日戦争

を経て、政府財政は破綻を来し、人民の生活も極度の貧困に陥っている。これらの深刻重大な

問題を無視して、ただ政争や党争に明け暮れるのは、全く無責任極まりないことである。まず

人民の生活を安定させ、財政を立ち直すことが、なによりも喫緊至要の問題である。これが、

われわれの第二の願いである。最後に国民大会の召集と旧憲法の修正などは、われわれの共通

の重要問題である。これらの問題を解決すれば、民主政治を実現することができる。わが民主

同盟は終始一貫してこれらの問題を解決することを主張してきた。われわれはいかなる先入観

を持っておらず、諸代表とともに懇談した上で、問題の解決を図る。ただし、注意すべきこと

は、一、人民大衆の要求と期待に違反しないこと、二、同盟国である米、ソ諸国の援助に感謝

すべきことである。これはわれわれの第三の願いである33）。

Ⅱ）政協会議の課題討論

政治協商会議開幕後、重要課題を詳細に討論するために、五つの分科会に分けている。すな

わち、一、政府組織科、二、施政綱領科、三、軍事科、四、国民大会科、五、憲法草案科など

である。

会議は 1月 10日から同月 31日まで、前後十回にわたって行われた。討論の重点は、政治の
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民主化、軍隊の国家化におかれていた。1月 16日に、中共代表団は〈平和建国綱領草案〉34）を

提出した。その主な内容は、一、人民は自由平等の権利を享受すべきこと、二、“訓政期”か

ら“憲政期”へと移行している過程で連合政府を樹立すること、三、国民大会の召集と地方自

治の実行、四、全国の軍隊を統合すること、五、財政・経済の刷新、六、文化・教育の振興お

よび七、国際平和の促進などである。それと同時に、民主同盟は、軍隊の国家化と軍備の縮小

などを提案した。また、民盟代表黄炎培は中共から出された〈平和建国綱領草案〉に全面的に

支持する意を表明したのである。

翌 17日に、第七回の分科会で、国民大会の問題が取り上げられた際、国共両党代表は、こ

の問題をめぐって激しく論争した。中共と民盟の代表は、1936年に国民政府により選出され

た国民大会代表は民意によったものではないので、無効となるはずだと主張した。これに対し

て、国民党代表陳立夫は、“訓政”時期における国民党の一党政治制度は合法的で、選出され

た国民大会の代表も、当然、有効だと反論した。その時、周恩来は、“十年前に、一党独裁政

府に選ばれた旧国民大会代表を、われわれは認めることはできない。当時、わが党は国民党に

制圧されており、他の諸党派も被選挙権を持っていなかった。このような情況の下に、選出さ

れた代表は、非民主的代表である。”35）と抗弁した。そして、国共双方の意見が対立したまま、

交渉は行きづまった。最終的にこの難局を打開するために提出された案は、旧国民大会代表の

資格を認めると同時に、新しい代表を選出し、その代表人数を増員するというものであり、こ

れが了承されたのである。

1月 19日には、憲法草案問題をめぐっての討論が行われた。国民党の代表が、1936年 5月

5日に決議された〈五五憲法草案〉は依然として有効であると主張したのに対し、中共と民盟

の代表はいっせいに反対した。ことに民盟代表の黄炎培と沈鈞儒は、〈五五憲法草案〉を修正

しなければ、憲法として認めるのは困難であると唱えた。黄らの主張に対して、中共は積極的

に支持した。また、中共代表呉玉章は、“憲法の根本方針、三民主義の建国原則によって、孫

文の民主思想を憲法に取り込むべきである、人民権利の保障、普通選挙の実行、中央と地方の

分権などを、修正される憲法草案に明確に記入しなければならない。また、地方自治の単位は

省である。省は“省憲法”を制定し、これによる省の知事を選出する。”36）という見解を述べ

た。

各分科会の討論状況から見ると、中共と民盟との反蒋歩調が、終始そろっていた。このよう

な密接合作により、国民党は窮地に追いつめられた。結局は国民党が、自分の主張をおさえて

中共と民盟の意見にやむなく、譲歩することによってようやく討論会を順調に運ぶことができ

たのである。会議の結果を中共中央に報告するため、周恩来は 1月 27日に重慶から延安にも

どった。その日、周は中共書記処会議において、“重慶での重要な交渉は三つある。一つは、

停戦談判、二つは、政協会議、三つは、満州問題である。前者の二つは、一応、成果を収めた
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が、後者の満州問題の解決は、まだ、時間がかかると思う。”と述べた。これに対して、書記

処当局は、“代表団の交渉成績は、大成功だ。決定された対策と方針も正確である。”とほめた

たえた37）。いわば、政協会議の議決案に全面的に同意したことを意味している。

1月 30日に、周恩来は延安から重慶へ帰った。31日の政協閉会式に出席して、政協会議の

すべての議決案に賛成する意を表した。閉幕式直前の同日の朝、周恩来は、まず、毛沢東から

の伝言をマーシャルに伝えた。この伝言は、英語で書かれたものであり、極秘（Top Secret）

資料として保存されている。その中にある一節の大意は、以下のとおりである。“あなたが、

公正な態度で停戦問題を仲裁したことに対して、毛主席は高く評価している。中国共産党は、

地方と中央の特性をふまえ、あなたの公正な仲介のもとにアメリカと合作する用意がある。中

国は、アメリカの民主政治を手本にしてわが民主政治を進めるべきであると、われわれは信じ

ている。イデオロギーにおいては、中国共産党革命の最終目標は、社会主義国家であるが、依

然として現在中国において必要とされる社会主義の条件が、なお完備していない。近い将来に

それを実現、あるいはただちにそれを実現させようとは考えていない。われわれは、アメリカ

式の民主主義の道へと邁進し、アメリカの科学技術、農業、工業および他の自由企業などをと

り入れて、独立、自由、また繁栄の中国を建設しようとしている。”（原文：Chairman Mao in-

structed me to communicate to you in particular that he regards the attitude you assumed in handling

the truce problem being fair and just. and the Chinese Communist Party is prepared to cooperate with

the United States in matters both of a Local and National character on the basis as embodied in your

afore-mentioned attitude. We believe that the democracy to be initiated in China should follow the

American pattern. Since inpresent-day China, the conditions necessary to the introduction of Social-

ism do not exist, we Chinese Communists, who theorstically advocate Socialism as our ultimate gaol,

do not mean, not deem it possible, to carry it into effect in the immidiate future. In saying that we

should pursue the American path, we mean to acquire U. S. -styled democracy and science, and spe-

cifically to introduce to this country agricultural reform, industrialization, free enterprise and develop-

ment of individuality, so that we may build up an independent, free and prosperous China.）38）

この書信内容によれば、当時中共の民主政治に関する要求は、国民党とほぼ一致しているの

ではないか。

要するに、政協会議がうまく運んだのは、三つの理由があると思う。一、マーシャルの停戦

仲裁が、功を奏したこと、二、中共と民盟との反蒋統一戦線により、国民党の譲歩を迫ったこ

と、三、全国人民大衆の反戦気勢の高揚を、国共両党は無視するわけにはいかなかったこと、

などである。
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Ⅲ）決議案と各党の反応

政協会議では、国民党の反動派と中共・民盟の進歩派との激しい政治闘争が展開され、その

結果、政協会議は最終的に五つの重要な決議案を採決した。すなわち、一、政府組織の改革と

拡大、二、平和建国綱領の決定、三、軍隊の国家化、四、国民大会の召集、五、憲法草案の制

定などである。若干部分的に未解決ではあるが、全体としては、中共と民盟の主張が、通った

ものであったといってよい。これは、政協会議の最大の成果である。

各党派の反応については、さまざまである。まず、国民党総裁蒋介石の所見をあげて見よ

う。

蒋は、“今回の政治協商会議に採決された平和建国綱領および他の関係ある決議案によって

建国の初歩的基礎が築きあげられた。憲政の実施期も近いうちに始まる。今後各党派の指導者

と無党無派の有識者は、みな政府に参加し、ともに民族、国家の重任を引き受ける。これは決

して国民党の一党、また私個人のみが引き受けることでなく、諸君と全国人民の共通の責任で

ある。今後、私が、執政の座にあるか、在野にいるかにかかわらず、一人の国民として、その

全責任を持って、今大会の決議案を忠実に遵守する決意がある。平和と団結との精神に基づ

き、わが国の統一と民主への道に前進させる。そうするならば、革命のために命を捧げた烈士

と、国父の孫文先生の遺志に報いることができる。”39）

次に、中共代表周恩来の所見は以下のとおり。

周は、“政治協商会議に採決された五つの決議案は、今回会議の最大の成果である。（中略）

わが中国共産党はこれらの決議案に賛成し、地域と党派を区別せず、全力でこれらのすべてを

実現させることを保証する。私が示したいのは、平和建国綱領と憲法草案は中国の政治民主化

への原動力であり、それに軍隊の国家化を図ることを加えて、政府改革の必要がある。蒋主席

の指導の下に、われわれ各党派の代表と無所属の有識者とは、力を合わせて挙国一致の国民政

府を作りあげ、“訓政期”を終結させ、“憲政期”へ移行して行く。民主的な憲法草案を制定す

れば、国民大会の問題を政治的方法で、合理的に解決することができる。”40）と述べている。

また、民主同盟代表張君�の発言は以下の通りである。

“今回の政協会議は、平和統一の道へを前進させた。今後内戦はもうないだろう。これは、

中華民国の最大の幸せである。もともと、国事解決の方法としては、“武力”と“平和”との

二つしかない。われわれの民主同盟は、従来より一貫して、平和主義を唱えている。（中略）

政協会議の最大の成果は、平和的な方法ですべての問題を解決しようと決定したことである。

だからこそ、“統一”と“団結”の効果が自然に現れる。民意も自然に現れる。今回の決議案

に対して、われわれの民主同盟は、与党と野党を問わず、誠実にそれらに従って行く。”41）

そのほかに、青年党代表曽琦、無党派の有識者莫徳恵ら、それぞれの発言もあった。全体か

ら見れば、この会議で採決された五項目の決議案は、各代表が誠意をもって相互に譲歩し、意
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見を交換したことによって大きな成果をあげることができた。もともと、政協会議召集の真の

目的は、国共両党の紛糾を解決するためであった。もし両党のみでの話し合いであった場合に

は、意見が合わなければ破綻は避けられない。しかし、第三者としての民盟代表と無党派の有

識者たちが国共会談に参加したことにより、両党の意見の対立が調停され、両党の談判の決裂

が食い止められた。政治協商会議の優れた点がここにあったのではないか。

政協会議の成果については、一般人民大衆の評価は、必ずしも一致していない。肯定論も否

定論もある。にもかかわらず、肯定的評価が圧倒的に多い。たとえば、〈中国民主促進会〉（1945

年 12月に上海で創立された新しい政治団体）の指導者馬叙倫と鄭振鐸らは、機関誌《民主》

に論文を掲げて評価を加えた42）。馬は“政協会議が成果をもって閉会したのは、中華民国に希

望がある象徴である”、“このような成果は、われわれ人民大衆の力によったものであるといわ

なければならない”という。また、鄭は、“国民大会代表問題と政府組織問題などいくつかの

重要決議は、相互譲歩の下に妥協を得て、大成功に至ったものである”と、述べている。

政協会議直後の 2月 3日に、延安で数万の群衆を集めて、〈平和と民主との勝利を祝う大

会〉が行われて、政協会議の成果を高く評価した。大会上で朱徳総司令は言う。

“政協会議の決議案の実行は、なお多くの困難があると思われるが、大局的見地から見れ

ば、国内の平和と全国の民主化への推進はすでに確定したのである。わが国は、これより平和

と民主主義への建設的新段階に歩み入ったのである。この事実を否定できない。疑いを差し挟

む余地もない。”43）

同月 9日に、アメリカ人新聞記者が、延安で毛沢東主席にインタビューした際、毛は告げ

る。“目下、各党派の主な任務は、政治協商会議の諸決議案、立憲政府の樹立と、経済の復興

などの実行である。わが党は、力を尽くして、これを推進する決意がある。中国と世界との情

勢から見れば、すべてのことが、新しい民主時代へ進んでいる。これを推進する原動力は、最

初はアメリカのトルーマン大統領、次には、モスクワでの米・英・ソ三国の外務大臣会議、最

後には、マーシャル将軍と、わが国の進歩派および国民党内の開明派などである。わが党は、

政治的民主と経済的民主に対して全面的に支持している。”44）

重慶では、各団体と市民が、2月 10日に同市の較場口で、〈重慶各界の政協会議の成功を祝

う大会〉を行った。実際は、この大会開催の責任者は民主同盟中央委員李公樸（後に昆明で国

民党の特務に暗殺された）である。同大会の宣言である〈全国人民に告げる書〉の中では、政

協会議の決議案を高く評価し、それらを実行すべきことを強調している。大会に出席した政協

会議の代表は、民盟の沈鈞儒、梁漱溟、羅隆基、曽琦、張君�、中共の周恩来、国民党の邵力

子、無党派の郭沫若、莫徳恵らである。大会主催者の李公樸が講演した時、国民党の特務たち

にとり囲まれ、殴られて重傷を負った。李を助けた郭沫若さえも殴られたのである。このよう

な暴力行為に及んだ国民党特務たちは、明らかに国民党の反政協会議派の指示を受けてやった
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のに違いない。したがって大会は、やむをえず、中途で終止せざるを得なかったのである。こ

れが、いわゆる〈較場口事件〉である。翌日の 11日付の重慶《新華日報》は、〈較場口の暴

行〉の社説を掲げて、暗に国民党右派の“平和団結と民主統一を破壊する陰謀”に非難を浴び

せると同時に、“民主の戦士である李公樸先生の不屈の精神は、すなわち、民主のために戦っ

た各党派と無党派の人々の共通精神だ。”と述べている。

この事件は、中国の平和統一の裏に隠されている暗礁が、眼前に示されたようなもので、真

の平和統一が、きわめて困難だったことを物語るのである。

五 政治協商会議の失敗

すでに述べたように、政治協商会議の結果が見れば、民主勢力の勝利と保守勢力の挫折が明

らかになった。重慶の較場口事件は保守勢力の反発行動の一端であるにすぎなかったのであ

る。

較場口事件後の 2月 22日、国民党の保守派が、民主勢力の言論の自由を圧迫するために、

多数の特務を集めて、重慶の《新華日報》本社と、民主同盟の機関誌《民主報》本社をあい次

いで襲撃した。このような違法的、反民主的暴行は、中共と民盟に大きなショックを与えた。

中共の政協代表団は、直ちに国民党の政協代表団へ文書を送り、“貴党内の一部反ソ、反共の

反動分子の暴挙は同盟国の合作をこわし、国内の分裂をつくり、政府の威信をおとしめ、政治

協商会議の決議を打ち倒そうとする陰謀である”45）と指摘し、厳重に抗議する意を表明した。

それと同時に、民主同盟の張瀾も蒋介石にあてて書信を出し、“あなたは政協会議で人民の自

由を保障する政府の政策を宣布した。全国人民は諸手を挙げてこれを歓迎した。しかし、反動

的陰謀分子はあなたの権勢の下に、公然と不幸な事件を起こし、しかもそれをますます拡大さ

せて行くのは、計画的に民主的な団結を破壊し、政協の決議に反対することである。あなたは

すでに人民の自由保障と政治の民主化を約束した以上、それを実行しなければならないのであ

る。”46）といっている。

国民党特務の過激な反民主的暴行は、国民党最右派の使嗾によったものである。このこと

は、いくつかの史実記録によって知ることができる。国民党の政協会議の代表王世杰は、1946

年 2月 11日の日記の中で、“昨日の較場口事件は、非国民党によって開催される〈政治協商会

議の成功を祝う大会〉を実力で阻止するため、本党の重慶市支部の方治らが治安要員を派遣

し、それを抑圧するようにみせかけて起こした衝突である。この事件が党派間の分裂を引き起

こすかもしれない。”47）と、心配している。

事件の首謀者が、国民党の重慶市支部の責任者方治だったことは明白である。

いうまでもなく、新華日報本社と民主報本社の襲撃事件は、較場口事件と密接につながって
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いる。いずれも国民党反動派の計画的暴行である。

Ⅰ）反政協勢力の台頭

較場口事件の首謀者は方治である。彼は、国民党の CC 系特務の頭目、陳立夫の直系幹部で

ある。

陳立夫は国民党の政協会議の代表で、終始、民主勢力に対抗して国民党の一党独裁制を堅持

し続けようとしていた。

陳立夫は実兄の陳国夫とともに国民党の組織を掌握し、CC（The Central Club）系と称する

テロ組織を育て、反ソ、反共の勢力を強化していった。かつて陳は、マーシャルに、“私は国

民党の党員であり、国民党の組織部長でもある。党部の会議での発言は自由であるが、中共と

の和解が成立すれば、わが党の全党員はその約束を守らなければならなくなる。だからこそ、

重い責任のある私には、軽々に中共との妥協を論じることは全く考えられない。”48）という。

政協会議における難題の一つは、軍隊の国家化である。もしこの問題を解決しようとすれ

ば、絶対多数の国民党軍隊を縮小しなければならない。これは国民党内の黄埔系将校の反発を

買った。陸軍総司令何応欽は、黄埔系軍人の特権と地位を守るため、“党軍”から“国軍”に

変わることにあくまで反対した。周知のように、蒋介石の政権を支えたのは、党の CC 系と軍

の黄埔系である。結局、1926年 3月 1日に国民党の二中全会を開き、政協会議の決議案の審

議を始めた。同月 7日に同党の政協代表孫科は、政協会議の決議案を報告した際、激烈な論争

を巻き起こした。頑固派の CC 系党員と黄埔系の将校らは、一斉に旧憲法草案の修正と、国民

大会代表人数の増員に反対した。ある者は、孫科、王世杰、邵力子らを、国民党から除名すべ

きだと発言した。このような情況の下、政協の決議案の実現が、きわめて困難となった。

3月 17日に国民党二中全会の宣言49）が公布された。その主な項目は、㈠社会秩序の安定、㈡

五権憲法の順守、㈢国民大会の召集、㈣軍令、政令の統一、㈤三民主義国策の貫徹、などであ

る。翌 18日に、中共中央委員会は、国民党の二中全会は政協会議の決議案を廃棄しようとし

ており、ことに憲法草案の修正に反対しようとしていると、厳しく指摘している50）。3月 20日

に、民盟主席張瀾も、“国民党の二中全会は、政協会議の決議案を否定し、国民党の一党独裁

制を堅持しようとしている。”51）と指摘している。

確かに、国民党二中全会の宣言の中で、もっとも強調されるのは、“われわれは国家の安

定、平和、団結などの必要と、人民生活痛苦の解除とを考えて、各党派と知名人とともに政協

の決議案を実行しようとする決意がある。しかし、憲法草案の修正については、“五権憲法”

に基づいて行うべきことだ。というのは、五権憲法と三民主義とは、一体になっているもので

あるからだ。もし五権憲法を放棄すれば、それはすなわち三民主義の放棄である。”52）とある。

ここには、政協決議案の廃止こそその明言を避けてはいるものの、廃止の意図があることは事
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実である。したがって、中共と民盟との国民党右派の政協決議破壊を阻止するための戦いが展

開されるに至ったのである。

Ⅱ）政協決議案の空洞化

政協の決議案は国民党の頑固派に否定されたけれども、廃案にはなっていなかった。難題の

焦点は、満州における国共両軍の停戦協議である。

停戦協議の最も重要な調停者であるマーシャル特使が、帰国復命のため、3月 11日に中国

からワシントンへ向った。同月 31日に至り、国民党は〈東北（満州）停戦協議〉を破って中

共の解放区への進攻を始めた。これは重大な問題を巻き起こした。翌日の 4月 1日に、国民参

議会の席上における蒋介石は、“東北九省（満州）で主権の接収が完成されるまでは、いかな

る内政問題も考えていない。”53）といっている。このことはいわば満州問題が解決できないと、

政協決議案の実行は、不可能であることを意味する。

マーシャル特使が中国に帰って来たのは、4月 18日である。翌 19日に重慶で、蒋介石とマ

ーシャル会談が開かれた。その時、マーシャルは満州情勢の悪化を食い止めるために、〈調停

満州の建議〉（A proposal for a compromise arrangement in Manchuria）を蒋に提出した54）。こと

に長春と長春の北部地区の問題を解決することである。蒋はアメリカの軍艦を借りて、大量の

図Ⅱ アメリカ特使マーシャルの目で見た中国（1945年 12月－1946年 1月）
（Jonathon Fenby : Chiang Kai-shek 所載）
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国民党軍隊を満州へ輸送することをマーシャルに要請したが、マーシャルはこれを拒否した。

マーシャルの意見によれば、大量の国民党軍隊が満州に入れば、いうまでもなく、中共軍との

内戦が、いっそう拡大していくはずだからであった。それ故マーシャルは、蒋介石の軍事参謀

の満州への出兵は、全く拙劣な計画だと批判したのである55）。

4月 22日、マーシャルは重慶で周恩来と会談した際に、周は中共軍の長春攻撃は、国民党

軍の脅威の下に行われた自衛的抵抗であると弁解するとともに、満州における国共両軍の戦闘

を無条件に終止しなければならないと、マーシャルに提言した56）。

満州問題の解決を図ったマーシャルは、〈東北政治委員会〉（Northeast Political Council）を

創設し、国共両党と民盟の代表を参加させて、共に満州問題を解決しようとした57）。

しかし、満州問題に対する国共双方は、いずれも自らの言い分を固持し、問題解決の見通し

が立たなかった。たとえば、蒋介石の日記によると、彼はマーシャルの対中共の妥協策にきわ

めて不満を抱いており、満州問題で中共に譲歩することなど全く考えていないと記してい

る58）。他方、毛沢東は、“マーシャルの調停は、ペテンであり、国民党は内戦の元凶であると

いう真理をさとる人びとが日ましに多くなっている。広範な大衆がアメリカと国民党に失望し

て、わが党の勝利に希望を寄せてきている。”59）という。

国共双方に嘖まれたマーシャルは、周恩来に、“当面の険しい局面を打開するために、私は

すでに全力を尽くした。これ以上の仲裁能力は、私にはもうない。調停のよりよい解決方法が

全く見付けられない。たとえ蒋委員長に再び進言しても、もはや望みがないだろう”（原文：I

have done the best I can in an effort to negotiate this critical situation. The matter, with this state-

ment, virtually posses out of my hands. I do not see anything more I can do in the way of mediation

and I think it best this be understood. I’ve exhausted my resources in an effort to compromise the

various positions and views and I cannot see how I could gain any more by further discussion of this

particular issue with the Generalissimo.）60）と、自分の苦しい胸中を打ち明けたのである。

満州における国共両軍の戦闘は、中国の平和統一に致命的打撃を与えた。つまり 1946年 4

月以後の中国の情勢は、ますます悪化の一途をたどった。もはや国共両軍の戦闘を止めさせる

には、〈三人小組〉の調停などの手に負えるものではなかった。マーシャルの仲裁も功を奏さ

ず、万策尽きて、1948年 1月 7日に至ってマーシャルは、帰国の声明を発表した。調停失敗

の最大の原因は、国共双方の不信任にあったのであるという61）。翌 8日、アメリカ大使スチュ

アート（John L. Stuart）は、蒋介石に〈三人小組〉を解散し、アメリカの軍事調停の活動を終

止することを通告した。それと同時に国民政府は中共との絶交声明を正式に公布した62）。

したがって、中共と盟民との統一反蒋戦線下にできあがった政協会議の決議案は水泡に帰し

てしまったのである。
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お わ り に

中共と民盟との反蒋共闘の標的は、国民党の一党独裁政府を打倒し、民主政治の推進と連合

政府の樹立を実現させようとすることである。その唯一の成果は、政協決議の成立であった。

政協決議の基本精神は政治の民主化、軍隊の国家化である。これに対して、蒋介石は、“私

は政府を代表して、これらの決議が十分に尊重され、できるだけ速やかに実施されるであろ

う。”との声明をした。しかしながら、蒋介石の声明の対極に政協会議決議に対して強力に反

対する国民党内の有力な反動派の存在があった。彼らは、国民党の二中全会の中で政協会議決

議を修正しなければ、認めるわけにはいかないと、強要した。しかし、中共と民盟は、政協の

決議案は、各党に正当に信任された代表によって採決されたのであるから、この決議にいかな

る重要な変更を加えることに反対する意を表明した。やがて、満州における国共両軍の戦闘が

勃発して、政協決議の存在理由が、完全になくなったのである。1949年 8月 5日に発表した

アメリカの中国外交（United States Relations with China）に関する重要な文書である《中国白

書》のなかで、マーシャルの国共調停失敗の原因について、以下の数点を指摘している。すな

わち、“国共双方に信頼感が全くなく、あるのは不信の念ばかりなので、どちら側も、相手が

何かを提案をすれば、裏に何か陰険な動機があるのだろうと疑うこと。国民政府の執行小組の

満州派遣を阻止したが、これらの小組こそ、事態を収拾し得たものであったかも知れないこ

と。中共側は 1月 10日の停戦命令が中国全土に適用されるべきだと主張したのに、国民政府

はそれを満州へ適用することを承知しようとしなかったこと。国民党軍が満州へ進入した時、

彼等は奥地にある中共軍を撃滅しようとしたこと。蒋介石の軍事顧問達の判断は甚だ劣悪であ

ったこと。”というものである63）。

さらに、マーシャルは、“蒋介石は中国の国家主席であると同時に、国民党の党総裁を兼任

している。彼は党総裁であるが、いったい、どれほどの力で党内の反政協決議の右派をコント

ロールできるか、疑問がある。というのは、右派の人々は、党内の重要な地位と権勢を持って

いるからである。たとえば、党権ある陳立夫と、軍権ある何応欽らは、それらの連中だ。”64）と

指摘している。

政協決議案破棄後の国共内戦が、全面的に展開しており、1949年 1月、中共軍が北平（今

の北京）に入城し、同年 5月 27日に上海を占領した。国民政府は同年 9月頃に中国大陸から

台湾へ移転した。同月 29日に北平での新しい人民政治協商会議は、人民政治協商会議の共通

綱領を決議し、翌 30日に毛沢東を中華人民共和国中央人民政府の主席として選出した。同年

10月 1日に中華人民共和国の成立を、毛は全世界に宣告した。

かつて 1946年 1月 26日に、国民政府の政協会議代表であった孫科は、民盟の代表黄炎培に
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“国民党内の反政協の右派分子は、単に政協会議を破壊しようとしたのではない、みずから国

民政府を破壊し、蒋主席を打倒しようとしたのではあるまいか。”65）と、述べている。その後の

蒋介石のたどった道程と、この言葉を考えあわせると、きわめて深い感慨を覚えるのである。
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